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2019（令和元）年度 一橋大学法科大学院年次報告書 

 

１．設置者 

 

国立大学法人一橋大学 

 

２．教育上の基本組織 

 

大学院法学研究科法務専攻 

 

３．教員組織(2019年 5月 1日現在) 

 教員の数は、専任教員 26 人、兼担教員 18 人、兼任教員 37 人である。専任教員中、教授 

23 人（うち特任教授 4 人）、准教授 3 人である。 

授業科目別専任教員数一覧 

 教授 准教授 その他 合計 

憲法 1   1 

行政法 1   1 

民法 4   4 

商法 3 1  4 

民事訴訟法 3   3 

刑法 1   1 

刑事訴訟法 1   1 

法律実務基礎科目 4   4 

基礎法学・隣接科目 2   2 

展開・先端科目 3 2  5 

合計 23 3  26 
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教員一覧 

教 員 名 分類※ 種 別 専門分野 

山本 和彦 専 法科大学院長・教授 民事訴訟法 

青木 孝之 実・専 教授 刑事実務 

阿部 博友 実・専 教授 国際取引法 

石田  剛 専 教授 民法 

仮屋 広郷 専 教授 商法 

葛野 尋之 専 教授 刑事訴訟法 

小粥 太郎 専 教授 民法 

酒井 太郎 専 教授 商法 

阪口 正二郎 専 教授 憲法 

杉山 悦子 専 教授 民事訴訟法 

角田 美穂子 専 教授 民法 

滝沢 昌彦 専 教授 民法 

竹下 啓介 専 教授 国際私法 

伹見 亮 専 教授 中国法 

玉井 利幸 専 教授 商法 

野口 貴公美 専 教授 行政法 

本庄 武 専 教授 刑法 

水元 宏典 専 教授 民事訴訟法 

ジョン・ミドルトン 専 教授 英米法 

相澤 美智子 専 准教授 労働法 

髙橋 真弓 専 准教授 商法 

柳 武史 専 准教授 経済法 

射手矢 好雄 実・み ビジネスロー・コース担当 特任教授 ビジネスロー 

大寄 久 実・み 特任教授 民事裁判  

駒方 和希 実・み 特任教授 刑事実務  

田子 真也 実・み 特任教授 民事実務  
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教 員 名 分類※ 本務先※ 専門分野（担当科目） 

青木 人志 兼担 法学研究科 教授 比較法 

井上 由里子 兼担 法学研究科 教授 知的財産法 

王 云海 兼担 法学研究科 教授 比較刑事法 

下山 憲治 兼担 法学研究科 教授 行政法 

只野 雅人 兼担 法学研究科 教授 憲法 

長塚 真琴 兼担 法学研究科 教授 知的財産法 

中西 優美子 兼担 法学研究科 教授 ＥＵ法 

緑 大輔 兼担 法学研究科 教授 刑事法 

屋敷 二郎 兼担 法学研究科 教授 西洋法制史 

山田 敦 兼担 法学研究科 教授 国際制度論 

渡邉 康行 兼担 法学研究科 教授 憲法 

森村 進 兼担 法学研究科 特任教授 法哲学 

権 容奭 兼担 法学研究科 准教授 国際関係学 

神山 弘行 兼担 法学研究科 准教授 租税法 

関 景輔 兼担 法学研究科 准教授 知的財産法 

松園 潤一朗 兼担 法学研究科 准教授 日本法制史 

小峯 庸平 兼担 法学研究科 講師 民法 

土井 翼 兼担 法学研究科 講師 行政法 

安部 健一  兼任 安部健一事務所所長  

税理士・米国公認会計士 

（実践税法） 

荒川 歩 兼任 武蔵野美術大学造形構想学部 教授 （法と心理学） 

飯田 高 兼任 東京大学社会科学研究所 准教授 （法と経済学） 

池永 朝昭 兼任 アンダーソン・毛利・友常法律事務所  

弁護士 

（実践ゼミ（企業法務）） 

石井 裕介 兼任 森・濱田松本法律事務所 弁護士 （実践ビジネスローⅠ（会社

法）） 

伊東 啓 兼任 西村あさひ法律事務所 弁護士 （実践金融法） 

伊藤 亮介 兼任 ＴＭＩ総合法律事務所 弁護士 （ワールド・ビジネス・ロー） 

植村 幸也 兼任 日比谷総合法律事務所 弁護士 （実践独占禁止法） 

江崎  滋恒 兼任 アンダーソン・毛利・友常法律事務所 

弁護士 

（実践独占禁止法） 

小野 傑 兼任 西村あさひ法律事務所 弁護士 （実践金融法） 

織 朱實 兼任 上智大学大学院地球環境学研究科 

教授 

（環境法、発展ゼミⅡ） 

嘉多山 宗 兼任 創価大学法務研究科 教授 （発展ゼミⅡ） 

河合 幹雄 兼任 桐蔭横浜大学法学部法律学科 教授 （法社会学） 
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児玉  安司 兼任 新星総合法律事務所 弁護士 （医事法） 

小松 誠志 兼任 小松誠志税理士事務所所長 税理士 （実践税法） 

齋藤 雅弘 兼任 四谷の森法律事務所 弁護士 （消費者法） 

佐藤 丈文 兼任 西村あさひ法律事務所 弁護士 （実践金融法） 

佐藤 弥恵  兼任 マックス・プランク国際・欧州規制 

手続法研究所 リサーチフェロー 

（国際経済法） 

品谷 篤哉 兼任 立命館大学法学部 教授 （金融商品取引法） 

白田 秀彰 兼任 法政大学社会学部 准教授 （情報法） 

申 惠丰 兼任 青山学院大学法学部 教授 （国際人権法） 

末  啓一郎 兼任 ブレークモア法律事務所 弁護士 （実践国際経済法） 

田鎖 麻衣子 兼任 アミカス法律事務所 弁護士 （外国法文献読解Ⅰ、導入ゼ

ミ） 

田中 康之 兼任 株式会社 ASPASIO 代表取締役  

公認会計士 

（実践ビジネスローⅡ（会

計・企業財務論）） 

戸田 暁 兼任 TMI 総合法律事務所 弁護士 （実践ゼミ（知的財産法）） 

中尾 雄史 兼任 フレッシュフィールズ ブルックハウ

ス デリンガー 法律事務所 弁護士 

（ワールド・ビジネス・ロー） 

中村 慈美 兼任 中村慈美税理士事務所所長 税理士 （実践税法） 

長屋 文裕 兼任 長屋文裕法律事務所 弁護士 （公法実務基礎） 

中山 ひとみ 兼任 霞ヶ関総合法律事務所 弁護士 （医事法） 

贄田 健二郎 兼任 立川フォートレス法律事務所  

弁護士 

（刑事証拠法） 

橋本 正博 兼任 専修大学法科大学院 教授 （刑法Ⅱ、刑事法演習Ⅰ） 

増田 幸弘 兼任 日本女子大学人間社会学部 教授 （社会保障法） 

松原 拓郎 兼任 多摩パブリック法律事務所 弁護士 （少年法） 

南 諭子 兼任 津田塾大学国際関係学科 准教授 （国際法、発展ゼミⅡ） 

盛 誠吾 兼任 一橋大学 名誉教授 （発展ゼミⅠ） 

山下 純司 兼任 学習院大学法学部 教授 （民法Ⅳ） 

山部  俊文 兼任 明治大学法学部 教授 （発展ゼミⅡ） 

 

※分類欄の「専」は専任教員、「実」は設置時に実務家教員として審査を受けた者、「み」は、みなし専

任教員である。 

※本務先については、2019 年 5 月 1 日現在の情報である。 
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４．収容定員及び在籍者数 

 

収容定員 255 人（入学定員 85 人） 

在籍者数 201 人（2019 年 5 月 1 日現在） 
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法科大学院入学・在籍等一覧 

              

  平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

  入学者 修了者 退学者 除籍者 入学者 修了者 退学者 除籍者 入学者 修了者 退学者 除籍者 

未修者 17 18 2 0 16 21 0 0 15 20 1 0 

既修者 68 58 5 0 76 57 5 0 74 69 5 0 

計 85 76 7 0 92 78 5 0 89 89 6 0 

             

平成 29年度在籍者内訳           

  １年次 ２年次 ３年次 計 

  在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 

未修者 21 1 4 25 1 4 19 0 0 65 2 8 

既修者    68 0 0 58 0 0 126 0 0 

計 21 1 4 93 1 4 77 0 0 191 2 8 

※休学者、留年者は、内数。 

※留年して休学は、両方にカウント。 

             

平成 30年度在籍者内訳           

  １年次 ２年次 ３年次 計 

  在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 

未修者 17 1 1 23 2 2 21 0 5 61 3 8 

既修者    77 1 1 62 1 0 139 2 0 

計 17 1 1 100 3 3 83 1 5 200 5 8 
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※休学者、留年者は、内数。 

※留年して休学は、両方にカウント。 

             

 

令和元年度在籍者内訳           

  １年次 ２年次 ３年次 計 

  在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 在籍者 休学者 留年者 

未修者 15 0 0 17 0 1 20 0 0 52 0 1 

既修者    77 2 3 72 2 0 149 4 3 

計 15 0 0 94 2 4 92 2 0 201 4 4 

※休学者、留年者は、内数。 

※留年して休学は、両方にカウント。 
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５．入学者選抜 

 

（１）アドミッション・ポリシー 

本法科大学院は、ビジネス法務に精通し、広く国際的視野を有し、人権感覚に優れた法

曹を養成することを目的としている。それを踏まえて、次のアドミッション・ポリシーを

設定し、法科大学院ホームページ、説明会等において公表している。 

 ①公平性・開放性・多様性を確保する。 

 ②法律学の基礎的な学識を有する者とともに、多様な知識・経験を有する者を受け入れ

る。 

 ③社会人・他学部出身者の入学を促進する。 

このアドミッション・ポリシーに基づいて、入学者の選抜においては、本学出身者と他

学出身者を一切区別することなく、公平・公正に入学者選抜を行っている。 

 また、法学未修者と法学既修者を別定員で募集するとともに、英語試験（TOEIC）の成

績・自己推薦書・学業成績の提出を求め、それらを適切に評価すること、および、個別面

接を実施すること等により、多様な知識・経験を有する入学者を確保することに努めてい

る。 

 

（２）入学者選抜方法 

法学未修者と法学既修者に分けて、次のような方法で入学者選抜を行っている。 

 なお、平成30年度入試（2017年に実施した入試）から、法学既修者については、ⓐ在学

中の大学を3年で卒業できる制度（早期卒業制度）により卒業見込みである志願者、及び、

ⓑ飛び級の出願資格（募集要項の出願資格(12)）による志願者を対象とする特別枠の制度

を創設した。 

適性試験管理委員会が、平成30年度は法科大学院全国統一適性試験を実施しないものと

した（『法科大学院全国統一適性試験について（お知らせ）』〔2017年11月2日〕）ことを

受けて、平成31年度入学者選抜（2018年に実施する入学者選抜）から、①「他学部出身者・

社会人経験者対象特別選抜試験」（9月に実施していた入学者選抜）を廃止、②入学者選抜

（上記①の特別選抜試験以外の選抜試験としてこれまで実施してきたもの）における第1次

選抜は、TOEICの成績により選抜することとした。 

なお、法学既修者入試第2次選抜試験における民事法の法学論文試験については、平成29

年改正民法、平成29年改正民事訴訟法及び平成30年改正民法に基づいた出題を行うことと

し、出題に際しては、細かな知識ではなく、民法及び民事訴訟法の基本的な考え方を問う

ことに留意している。 

ただし、平成29年改正前民法・民事訴訟法に基づいて解答することも認め、採点におい

て不利な扱いをしないよう配慮している。 

試験の際には、平成30年改正民法、平成29年改正民事訴訟法及び平成29年改正前民法・
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民事訴訟法の両方を参照できるようにしている。 

（ア）法学未修者（一般入試） 

第１次選抜 

TOEIC の成績により第１次選抜を行う。 

第２次選抜 

小論文試験を実施し、①小論文試験の成績、②自己推薦書の評価、③学業成績の審

査結果、及び④第１次選抜の成績を総合して、第２次選抜を行う。 

第３次選抜 

面接試験を実施し、①面接試験の成績、②第２次選抜までの成績を総合して、第３

次選抜を行う。  

（イ）法学既修者（一般入試） 

第１次選抜 

TOEIC の成績により第１次選抜を行う。 

第２次選抜 

憲法・民事法（民法及び民事訴訟法）・刑事法（刑法及び刑事訴訟法）の３科目につ

いて法学論文試験を実施し、①法学論文試験の成績、②自己推薦書の評価、③学業

成績の審査結果、及び④第１次選抜の成績を総合して、第２次選抜を行う。 

第３次選抜 

面接試験を実施し、①面接試験の成績、②第２次選抜までの成績を総合して、第３

次選抜を行う。 

（ウ）入学者選抜評価の視点（一般入試） 

第１次選抜 

英語（TOEIC）の成績に基づく客観的な方法で選抜を実施することとしている。 

法学未修者を対象とする第２次選抜 

小論文試験を課すことにより問題分析力・思考力・記述力等を審査し、自己推薦書

に基づいて志願者が有する資格・学位及び多種多様な経験等を審査し、さらに大学

での学業成績を審査する。 

法学既修者を対象とする第２次選抜 

法学論文試験を課すことにより憲法・民事法・刑事法について法律学の専門知識を

前提とする問題分析力・思考力・記述力等を審査し、自己推薦書に基づいて志願者

が有する資格・学位等及び経験等を審査し、さらに大学での学業成績を審査する。

ただし、５科目（民法・民事訴訟法・刑法・刑事訴訟法・憲法）の各科目の得点が、

一定の水準（第２年次の授業に参加しうる水準）に達しない場合、第２次選抜の総

合得点の順位にかかわらず不合格とする。 

第３次選抜 

個別の面接によって、法科大学院で学ぶ者としての適性や法曹としての適性を審査 
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する。 

（エ）ⓐ早期卒業制度により卒業見込みである志願者、及びⓑ飛び級の出願資格による志

願者を対象とする特別枠について 

※早期卒業制度…在学中の大学を 3年で卒業できる制度 

   (1) 特別枠の概要 

ⓐ早期卒業制度による志願者、またはⓑ飛び級の出願資格による志願者は、特別

枠に出願することができる。特別枠で合格できなかった者も、一般枠で合格でき

る場合がある。 

(2) 特別枠の選考方法・選抜試験等 

特別枠に出願した志願者の選考方法・選抜試験等は、①民事法・刑事法におけ

る訴訟法の配点のウエイトが軽くなる点及び②第 2 次選抜試験合格者の中に 10名

を越えて特別枠への出願者が含まれていた場合、特別枠への出願者の 11 位以下の

者は、その者の民事法・刑事法の答案を一般枠への出願者と同じ配点のウエイト

で再度評価し、一般枠への出願者の第 2 次選抜試験合格最低点を超えていたとき

に限り、第 2 次選抜試験合格者とすることの２点を除き、一般枠の場合と同様と

する。 
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法科大学院入学者選抜実施状況（平成 29年度） 

  志 願 者 数 第１次選抜合格者数 第２次選抜受験者数 第２次選抜合格者数 

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 
本学出

身 

他学出

身 
計 

未修者 11 71 82 9 44 53 8 34 42 7 19 26 

既修者 31 189 220 31 187 218 29 160 189 18 64 82 

計 42 260 302 40 231 271 37 194 231 25 83 108 

              

  第３次選抜受験者数 第３次選抜合格者数 第３次選抜入学者数    

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計    

未修者 6 15 21 5 15 20 5 12 17    

既修者 18 64 82 18 53 71 17 51 68    

計 24 79 103 23 64 91 22 63 85    

           

志願者・入学者内訳           

  志願者数 入学者数     

  男 女 他学部 社会人 男 女 他学部 社会人     

未修者 53 29 47 36 7 10 5 2     

既修者 152 68 9 11 43 25 0 2     

計 205 97 56 47 50 35 5 4     
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法科大学院入学者選抜実施状況（平成 30年度） 

  志 願 者 数 第１次選抜合格者数 第２次選抜受験者数 第２次選抜合格者数 

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 

未修者 7 70 77 7 52 59 6 42 48 4 20 24 

既修者 37 214 251 37 193 230 34 169 203 22 67 89 

計 44 284 328 44 245 289 40 211 251 26 87 113 

              

  第３次選抜受験者数 第３次選抜合格者数 第３次選抜入学者数    

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計    

未修者 3 15 18 4 13 17 4 12 16    

既修者 22 67 89 19 60 79 19 57 76    

計 25 82 107 23 73 96 23 69 92    

           

志願者・入学者内訳           

  志願者数 入学者数     

  男 女 他学部 社会人 男 女 他学部 社会人     

未修者 51 26 26 24 11 5 6 1     

既修者 189 62 14 11 54 22 3 3     

計 240 88 40 35 65 27 9 4     
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法科大学院入学者選抜実施状況（令和元年度） 

  志 願 者 数 第１次選抜合格者数 第２次選抜受験者数 第２次選抜合格者数 

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 

未修者 1 45 46 1 41 42 1 33 34 0 22 22 

既修者 35 167 202 35 163 198 32 128 160 22 68 90 

計 36 212 248 36 204 240 33 161 194 22 90 112 

              

  第３次選抜受験者数 第３次選抜合格者数 第３次選抜入学者数    

  本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計 本学出身 他学出身 計    

未修者 0 22 22 0 16 16 0 15 15    

既修者 22 68 90 21 56 77 20 54 74    

計 22 90 112 21 72 93 20 69 89    

           

志願者・入学者内訳           

  志願者数 入学者数     

  男 女 他学部 社会人 男 女 他学部 社会人     

未修者 29 17 23 12 9 6 8 3     

既修者 134 68 14 15 48 26 6 5     

計 163 85 37 27 57 32 14 8     
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６．標準修了年限 

 

3 年（ただし、法科大学院が実施する法学既修者試験に合格した者については 2 年） 

 

７．教育課程及び教育方法 

 

（１）教育課程 

本法科大学院の 1 年次は未修者のみから構成される。既修者の認定は、憲法、民法、刑

法、民事訴訟法、刑事訴訟法の 5 科目について行われる入学試験によることに対応して、

未修者は、1 年目に上記 5 科目を中心に履修することとし、1 年を経た段階で、これらの科

目については、既修者にほぼ匹敵する知識・能力を修得していることを目指す。また、基

礎法学の科目である「比較法制度論」を置き、広い視野を与える。さらに、民事訴訟法や

刑事訴訟法授業の一環として裁判所などの見学をして、実務の一端に触れさせる。これら

の授業は、少人数（20 名程度）で行われるが、ほかに、随意科目として、より少人数（15

名程度）の「導入ゼミ」及び「法律文書作成ゼミ」を設け、入門的教育のほか、未修者が

初めて法学を学ぶ際に直面する学習上の問題や法律的な文章表現の訓練等にきめ細かく対

処できるようにしている。 

2 年次では、未修者と既修者が合流する。ここでも法律基本科目が主軸となるが、その中

核をなすのが演習科目である。公法・民事法・刑事法・企業法の演習（1 クラス 45 名程度）

で、未修者と既修者のいずれもがより高いレベルに到達するための授業をし、問題解決能

力を育成する。また、未修者及び既修者について、「行政法Ⅰ」、「会社法」、「商法総則・商

行為・手形小切手」を必修とし、この分野を全員が修得する。さらに、多様な選択科目群

を提供する。ここでは未修者と既修者の必要取得単位数に差を設け、既修者は、基礎法学・

隣接科目及び展開・先端科目をより多く履修するようにする。夏期・冬期には、「エクスタ

ーンシップ」（自由選択科目 1 単位）で、現実の社会における法の機能を体験する機会を与

える。後期に、実務基礎科目である「民事裁判基礎Ⅰ」および「法曹倫理Ⅰ」各 1 単位を

履修する。 

3 年次では、未修者・既修者の区別はなく、完全に共通の授業科目となる。ここでは、理

論科目のほか、合計 10 単位（必修）の法律実務基礎科目が配置される（「民事法務基礎」、

「刑事実務概論」、「公法実務基礎」、「模擬裁判」、「法曹倫理Ⅱ」、「民事裁判基礎Ⅱ」）。こ

れにより、それまでに培われた理論的・体系的な法律知識・法的思考方法を、現実の問題

を解決しうる実践的な能力へと発展させる。これらの科目は、派遣裁判官・派遣検察官・

現職弁護士及び豊富な実務経験を有する専任教員により行われる。このほか、実務家教員

等とその他の専任教員との協力による科目（「民事判例研究」）がある。また、「人権クリニ

ック」では、実務に接する機会が与えられる。この間、上記科目のほか、基礎法学・隣接

科目及び展開・先端科目にもわたる多様な選択科目の履修を通じて、幅広い法的視野が得
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られる。さらに、ごく少人数のゼミ形式で行われる「発展ゼミⅠ・Ⅱ」では、多様な法分

野の中の特定のテーマについて、深く検討される。 

3 年次では、選択コースとして、「ビジネスロー・コース」が置かれる。このコースを選

択した学生は、千代田区神田一ツ橋にある千代田キャンパスに週 1 日通学し、14 単位相当

分の科目について、先端的なビジネス法務関連科目を履修する。このコースでは、法学研

究科ビジネスロー専攻の教員の協力の下に、弁護士などの実務家教員が関与し、最新の実

務に即した教育がなされる。2019 年度にビジネスロー・コースを選択した学生は、3 年次

在籍者 92 名中 26 名である。 

本法科大学院では、実定法・基礎法の研究者養成への対応も考えている。一橋大学では、

長年にわたって多数の優れた法学研究者を養成してきており、この役割は今後も変わるこ

とがないと自覚している。他方、法科大学院設置後は、法学の研究を志望する者も、少な

くとも実定法の分野において、さらには基礎法の分野においても、法科大学院における教

育を受けることが望ましいと考える。そこで、研究者志望者を主な対象として、法科大学

院で通常の履修をしつつ、研究の基礎に着手できるよう、「法学研究基礎」（4 単位。任意科

目）を用意した。2019 年度において、この科目を履修している学生は、3 名である。 

 

（２）教育方法 

 １年生（未修者）を対象とする科目は 20 名程度のクラスで開講されており、また、2 年

生や 3 年生を対象とする科目においても、少人数による双方向的又は多方向的な密度の高

い教育が必要とされる法律基本科目のすべておよびほとんどの必修科目については、Ａ及

びＢの 2 クラスに分けることにより 50 名以下による教育が実現している。 

 １年生（未修者）を対象とする科目は講義科目が多いが、未修者は、具体的な問題を解

決する能力を養う前提として、先ず最低限の法的知識や素養を身につける必要があるので、

これは当然である。また、講義形式ではあるが、20 名程度のクラスであるから、一方的な

講義だけではなく、教師が指名して学生に解答させる等の双方向的な教育が可能であり、

事実、多くの科目で講義とソクラティック・メソッド（対話方式）とが併用されている。 

また、１年生（未修者）については、未修者教育をより一層充実させるという観点から、

2016 年度に担任制度を導入した。各学期末に担任教員と面談をし、勉学、学生生活に関す

る事項等について指導・助言を受けることができる。 

 2 年生や 3 年生を対象とする科目のうち、基本的で重要な科目は演習の形式で教育される

が、この場合には、教員が事前に計画を立ててシラバスを通して学生に予告されたプラン

にしたがって、講義に先立って教材を配布又は指定して予習を求め、それを前提として授

業を行う。教材とされるのはケースや判決などであり、それについて教室で討論すること

により実践的な問題解決能力を養う。なお、基本科目以外のより高度な科目においても演

習形式による「発展ゼミ」や「実践ゼミ」が行われており、ここでも双方向又は多方向的

な教育が実現している。 
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 2年生や3年生を対象とする科目のうち基本科目でないものについては講義形式のものが

多いが、履修者が 20 名前後であることが多い。この場合には、講義形式ではあっても、教

師が指名して学生に解答させる等の双方向的な教育が可能であり、事実、そのことを前提

として事前に資料等を配布して予習を求めるものが多い。 

 なお、以上述べたように多くの科目において事前の予習やレポートの提出などが要求さ

れているが、他方、課題が集中しないように、掲示等を通して教師相互で情報を交換して、

学生の負担が適切になる配慮している。 

 「エクスターンシップ」については、学生に対して予め説明会を行い守秘義務等につい

て指導し、また、事後には報告書を提出させて成績評価の資料としている。 

 専任及び兼担教員は、質問のためのオフィス・アワーを週１回設けている。  

 

８．成績評価及び課程の修了 

 

（１）成績評価基準 

履修科目の成績評価は、ＡＢＣＤＦの５段階評価である。 

Ａ きわめて優秀 

Ｂ 優秀 

Ｃ 能力や知識が望ましい水準に達している 

Ｄ 一応の水準には達しているが、望ましい水準に達するためにはなお努力を要する 

ただし、発展ゼミⅠ及びⅡ、エクスターンシップ、法律相談クリニック、法学研究基礎、

導入ゼミ、法律文書作成ゼミ、模擬裁判及び問題解決実践についてはＥ、Ｆの２段階評価

である。 

  Ｅ 合格 

  Ｆ 不合格 

成績評価にあたっては、期末試験の結果のみならず、提出課題、平常の成績、出席状況

をバランスよく加味することによって、総合的多面的な評価が行われる。かつ、法科大学

院教授会の申合わせとして、Ａ評価の数は、Ａ、Ｂ、Ｃ評価の合計の３分の 1 以下を目安

とされている。 

総取得単位数に対してＤ以下の評価の割合が３割を超えた者に対しては、法科大学院長

が警告と助言等を行う等の措置がとられる。 

 

（２）進級認定 

 本法科大学院においては、第２年次進級の要件、第３年次進級の要件をそれぞれ次のよ

うに定め、これを厳正に実施している。2008 年入学者から、進級および修了の要件として、

必修科目のＧＰＡが 1.7 以上であることを課すようになった。 

（ア）2 年次への進級要件 



 

17 

 

第 2 年次への進級要件は、①第 1 年次の科目 31 単位（随意科目を除く第 1 年次科目のす

べて）を履修し、かつ、②それらのＧＰＡが 1.7 以上であること。③さらに、2014 年度か

ら憲法、民法、刑法、民事訴訟法、刑事訴訟法の５科目全てに合格することが必須となる

論述式の進級試験を課している。 

（イ）3 年次への進級要件 

第 3 年次への進級の要件は、未修者と既修者とで異なっているものの、基本的には、①

必修科目のすべてを履修していること、②指定された学期群から指定された単位数の選択

科目を履修すること、が進級に際して求められる。また、必修科目のＧＰＡが 1.7 以上であ

ることが必要である。 

第 2 年次に留年した学生は、既に取得した第 2 年次の科目を再度履修する必要はなく、

また、一定の範囲の第 3 年次の選択科目を履修することができる。これは、原級留置期間

中に学生の学習意欲が維持されることを期待しての措置である。 

 

（３）修了の認定 

本法科大学院の修了の要件は、法科大学院に 3 年以上在学し、次の各号に定める単位を

含め、95 単位以上を修得することである。それに加えて、3 年次必修科目のＧＰＡが 1.7

以上であることが必要である。 

１ 法科大学院規則別表第１に定める必修科目    計 77 単位 

２ 同別表第２－Ａ欄及び同第２－Ｂ欄に定める選択科目  同表の定める各科目群か

ら同表の指定に従って各 4 単位又 2 単位      計 18 単位 

第３年次においてビジネスロー・コースの履修を許可された者の修了要件は、法科大学

院に 3 年以上在学し、次の各号に定める単位を含め、95 単位以上を修得することである。 

 １ 法科大学院規則別表第１に定める必修科目中「発展ゼミⅠ」・「発展ゼミⅡ」を除く

科目                     計 73 単位 

 ２ 同別表第２－Ａ欄に定める選択科目         計 8 単位 

３ 同別表第３－Ａ欄に定めるコース必修科目        6 単位 

４ 同別表第３－Ｂ欄に定めるコース選択科目        8 単位 

 ただし、法学既修者試験の合格者は、法科大学院別表第１に定める第 1 年次の必修科目

中、「比較法制度論」を除く科目 30 単位を第 1 年次において修得したものとみなされる結

果、修了要件は、法科大学院に 2 年以上在学し、次の各号に定める単位を含め、65 単位以

上を修得することである。 

１ 法科大学院規則別表第１に定める第２年次及び第３年次必修科目  計 46 単位 

２ 同別表第２-Ａ欄及び別表第２-Ｂ欄に定める選択科目  同表の定める各科目群か

ら同表の指定に従って各 4 単位又は 2 単位            計 18 単位 

なお、法学既修者のうち、第 3 年次にビジネスロー・コースの履修を許可された者の修

了要件は、次の各号に定める単位を含め、65 単位以上を修得することである。 
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１ 法科大学院規則別表第１に定める第２年次及び第３年次必修科目中｢発展ゼミⅠ｣・

｢発展ゼミⅡ｣を除く科目              計 42 単位 

２ 同別表第２-Ａ欄に定める第２年次の選択科目    計 8 単位 

  ３ 同別表第３-Ａ欄に定めるコース必修科目        6 単位 

４ 同別表第３-Ｂ欄に定めるコース選択科目        8 単位 

 

（４）進級率および修了率 

  平成 19 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 90.62%、2 年次から 3 年次への進級率 100% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 94.52% 

  平成 20 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 96.77%, 2 年次から 3 年次への進級率 100% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 97.22% 

  平成 21 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 96.55%, 2 年次から 3 年次への進級率 100% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 98.59% 

  平成 22 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 96.88%, 2 年次から 3 年次への進級率 83.33% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 95.77% 

平成 23 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 92.31%, 2 年次から 3 年次への進級率 93.55% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 96.72% 

平成 24 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 93.10%, 2 年次から 3 年次への進級率 78.57% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 95.24% 

平成 25 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 92.31%, 2 年次から 3 年次への進級率 90.32% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 93.75% 

平成 26 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 80.00%, 2 年次から 3 年次への進級率 91.32% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 89.23% 

平成 27 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 85.19%, 2 年次から 3 年次への進級率 95.24% 

   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 93.85% 

平成 28 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 87.50%, 2 年次から 3 年次への進級率 86.36% 
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   既修者：2 年次から 3 年次への進級率 90.63% 

平成 29 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 100%, 2 年次から 3 年次への進級率 91.3% 

既修者：2 年次から 3 年次への進級率 93.9% 

平成 30 年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 100%, 2 年次から 3 年次への進級率 76.2% 

既修者：2 年次から 3 年次への進級率 100% 

令和元年度の進級率 

   未修者：1 年次から 2 年次への進級率 92.8%, 2 年次から 3 年次への進級率 94.1% 

既修者：2 年次から 3 年次への進級率 93.2% 

 

 入学年度別の修了率（標準修業年限修了者数/入学者数） 

   平成 16 年度未修者：76.66%   23/30 

               既修者：85.71%   60/70 

   平成 17 年度未修者：90.32%   28/31 

               既修者：90.54%   67/74 

   平成 18 年度未修者：78.12%   25/32 

               既修者：87.83%   65/74 

    平成 19 年度未修者：93.55%   29/31 

               既修者：97.26%   71/73 

   平成 20 年度未修者：82.76%   24/29 

               既修者：98.59%   70/71 

   平成 21 年度未修者：90.63%   29/32 

               既修者：92.96%   66/71 

平成 22 年度未修者：76.92%   20/26 

               既修者：91.93%   57/62 

平成 23 年度未修者：96.15%   25/26 

               既修者：98.39%   60/61 

平成 24 年度未修者：96.30%   26/27 

               既修者：96.72%   59/61 

平成 25 年度未修者：75.00%   18/24 

               既修者：95.24%   60/63 

平成 26 年度未修者：79.17%   19/24 

               既修者：85.94%   55/64 

平成 27 年度未修者：68.00%   17/25 

               既修者：92.31%   60/65 
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平成 28 年度未修者：69.57%  16/23 

           既修者：89.20%   58/65 

平成 29 年度未修者： 88.24% 15/17 

               既修者： 83.82%  57/68 

平成 30 年度未修者： -    未定/16 

               既修者： 90.79%  69/76 

 

９．学費及び奨学金等の学生支援制度 

 

 法科大学院生授業料免除状況 

  平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

  前期 後期 前期 後期 前期 後期 

申請者 25 21 29 28 38 37 

全額免除者 16 17 19 22 27 27 

半額免除者 4 4 7 4 5 7 

       

※授業料：年額 804,000円 半期 402,000円 

 

法科大学院生奨学金受給状況 

日本学生支援機構奨学金     

  平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

予約採用申請者 17 18 15 

予約採用者 17 18 15 

在学採用申請者 8 10 11 

第一種採用者 8 10 5 

第二種採用者 0 0 3 

併用貸与者 0 0 3 

    

民間奨学団体等奨学金   
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 ※令和元年度法科大学院の奨学生 

①給付型 

公益財団法人日本法制学会奨学金 1名（令和元年度採用） 

公益財団法人三菱 UFJ信託奨学財団奨学金 1名（平成 30年度から継続） 

公益財団法人エフテック奨学財団奨学金 2名（うち、１名は平成 30年度から 

継続） 

公益財団法人国士育英会奨学金 1名（令和元年度採用） 

公益財団法人磯野育英奨学会奨学金 1名（令和元年度採用） 

公益財団法人日本証券奨学財団奨学金 1名（令和元年度採用） 

③給付・貸与併用型 

公益財団法人千賀法曹育英会奨学金 3名 
 

 

 

１０ 修了者の進路 

平成 30 年度の修了者 78 名（未修者 21 名、既修者 57 名）のうち、76 名（未修者 20 名、

既修者 56 名）が令和元年司法試験を受験し、50 名（未修者 8 名、既修者 42 名）が合格し

た。修了者の初年度合格率は、対受験者比 65.8％（未修者 40.0％、既修者 75.0％）、対修

了者比 64.1％（未修者 38.1％、既修者 73.7％）である。 

 

平成 29 年度の修了者 76 名（未修者 18 名、既修者 58 名）のうち、74 名（未修者 17 名、

既修者 57 名）が平成 30 年司法試験を受験し、53 名（未修者 5 名、既修者 48 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 71.6％（未修者 29.4％、既修者 84.2％）、対

修了者比 69.7％（未修者 27.8％、既修者 82.8％）である。 

 

平成 28 年度の修了者 80 名（未修者 20 名、既修者 60 名）のうち、80 名（未修者 20 名、

既修者 60 名）が平成 29 年司法試験を受験し、49 名（未修者 7 名、既修者 42 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 61.3％（未修者 35.0％、既修者 70.0％）、対

修了者比 61.3％（未修者 35.0％、既修者 70.0％）である。 

 

平成 27 年度の修了者 78 名（未修者 21 名、既修者 57 名）のうち、77 名（未修者 21 名、

既修者 56 名）が平成 28 年司法試験を受験し、50 名（未修者 8 名、既修者 42 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 64.9％（未修者 38.1％、既修者 75.0％）、対

修了者比 64.1％（未修者 38.1％、既修者 73.7％）である。 
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平成 26 年度の修了者 86 名（未修者 28 名、既修者 58 名）のうち、80 名（未修者 24 名、

既修者 56 名）が平成 27 年司法試験を受験し、56 名（未修者 13 名、既修者 43 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 70.0％（未修者 54.2％、既修者 76.8％）、対

修了者比 65.1％（未修者 46.4％、既修者 74.1％）である。なお、修了者のうち既修者 1 名

が前年度予備試験枠で合格をし、その後修了した。 

 

平成 25 年度の修了者 82 名（未修者 22 名、既修者 60 名）のうち、81 名（未修者 21 名、

既修者 60 名）が平成 26 年司法試験を受験し、47 名（未修者 7 名、既修者 40 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 58.0％（未修者 33.3％、既修者 66.7％）、対

修了者比 57.3％（未修者 31.8％、既修者 66.7％）である。なお、既修者 1 名については、

予備試験合格者枠で出願をしている。 

 

平成 24 年度の修了者 86 名（未修者 23 名、既修者 63 名）のうち、81 名（未修者 19 名、

既修者 62 名）が平成 25 年司法試験を受験し、49 名（未修者 5 名、既修者 44 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 60.5％（未修者 26.3％、既修者 71.0％）、対

修了者比％（未修者 21.7％、既修者 69.8％）である。 

 

平成 23 年度の修了者 93 名（未修者 31 名、既修者 59 名）のうち、85 名（未修者 27 名、

既修者 58 名）が平成 24 年司法試験を受験し、54 名（未修者 15 名、既修者 39 名）が合格

した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 63.5％（未修者 55.6％、既修者 67.2％）、対

修了者比 60.0％（未修者 48.4％、既修者 66.1％）である。 

 

平成 22 年度の修了者 92 名（未修者 25 名、既修者 67 名）のうち、87 名（未修者 23 名、

既修者 64 名）が平成 23 年新司法試験を受験し、57 名（未修者 12 名、既修者 45 名）が合

格した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 65.52％（未修者 52.17％、既修者 70.31％）、

対修了者比 61.96％（未修者 48.00％、既修者 67.16％）である。新司法試験合格者の中で、

司法修習以外の進路を選択した者として、文科省 1 名、金融庁 1 名、日銀 1 名がいる。 

 

 平成 21 年度の修了者 104 名（未修者 32 名、既修者 72 名）のうち、101 名（未修者 30

名、既修者 71 名）が平成 22 年新司法試験を受験し、57 名（未修者 9 名、既修者 48 名）

が合格した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 56.4％（未修者 30.0％、既修者 67.6％）、

対修了者比 54.8％（未修者 28.1％、既修者 66.7％）である。別に、民間団体１名がいる。

新司法試験合格者の中で、司法修習以外の進路を選択した者として、金融庁 1 名、日銀 1

名がいる。 
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 平成 20 年度の修了者 101 名（未修者 28 名、既修者 73 名）のうち、96 名（未修者 25

名、既修者 71 名）が平成 21 年度新司法試験を受験し、70 名（未修者 17 名、既修者 53 名）

が合格した。修了者の初年度合格率は、対受験者比 72.9％（未修者 68.0％、既修者 80.3％）、

対修了者比 69.3％（未修者 60.7％、既修者 72.6％）である。別に、民間企業１名がいる。

新司法試験合格者の中で、司法修習以外の進路を選択した者として、」金融庁 1 名、日銀 1

名、途上国支援 1 名がおり、進路が広がっている。 

 

平成 19 年度の修了者 99 名のうち、96 名が平成 20 年度新司法試験を受験し、62 名が合

格した（対受験者合格率 64.6％、対修了者合格率 62.6％）。平成 21 年度の新司法試験まで

の累積合格者数は 72 名、対修了者比累積合格率は 72.7％である。 

 

平成 18 年度の修了者 90 名のうち、88 名が平成 19 年度の新司法試験を受験し、54 名が

合格した（対受験者合格率 61.3％、対修了者合格率 60.0％）。平成 20 年度の新司法試験ま

での累積合格者数は 69 名、平成 21 年度新司法試験までの累積合格者数は 72 名であり、対

修了者比累積合格率は 80.0％である。 

 

平成 17 年度の修了者 60 名（全員既修者）のうち、53 名が平成 18 年度の新司法試験を

受験し、44 名が合格した（対受験者合格率 83.0％）。平成 20 年度までの新司法試験の累積

合格者数は 52 名であり、新司法試験未受験者 7 名は全員在学中に旧司法試験に合格してい

るため、対修了者比累積合格率（新旧を含む）は 98.3％である。なお、2 年次在学中に旧

司法試験に合格して中退した者 10 名を加えると、第 1 期既修入学者 70 名のうち、累計で

69 名が新旧いずれかの司法試験に合格しているため、対入学者比累積合格率（新旧を含む）

は 98.6％である。 

 

 


